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１． 調査の目的と方法 
本調査は，竹の内地区産業廃棄物最終処分場の周囲で，当処分場の廃棄物を起源とす

る地下水汚染が発生する可能性について検討するため，当処分場とその周囲の地下水お

よび表流水の状況を把握することを目的とする．そのため，周囲の地形・地質の現地調

査を実施するとともに，2003年 2月以来順次，当処分場内およびその周辺の 7地点（隣
接して深度の異なるものは１地点と数える）でボーリング計 11 本を行い，揚水試験，
水質分析，流向・流速測定（2 地点 4 本），および地下水位の連続観測を実施した．ま
た，廃棄物調査用のボーリング孔 3本においても，2004年 10月に地下水位観測を開始
した．これに，2004年 9月実施の覆土層の透水試験（5地点）および同年 10月以後に
行われた廃棄物埋設量調査のためのボーリング調査等の結果を加え，地下水の状態の把

握に努めた．また，処分場を含む谷底への表流水の流入状況を把握するため，第 6工区
上流の支谷底にある自然水路で流量観測を，第 7工区脇で降水量観測を，いずれも 2004
年 10 月に開始した．これらに基づき，処分場の位置する谷底面の地表水および廃棄物
層を含む堆積物中の地下水について，水収支の推定を試みた．調査項目ごとの調査方法

の詳細は，それぞれ関連する章，図表および付属資料に記す．  
 
２． 地形・地質・気候の概要 
 当処分場は，仙台平野南西方の起伏量 30ｍ程度の丘陵地にある，幅 200ｍ程度以下の
谷底面に位置する（図 1）．丘陵地の基岩はいずれも新第三紀層で，難透水性の火山岩・
火山砕屑岩（中新世前期の高館層）と，その上位に不整合で重なる，一部凝灰質の半固

結砂岩・泥岩互層（中新世中・後期の新寺層・福田層あるいは金ケ瀬層）から成る．処

分場敷地の西に隣接する丘陵の頂部には，さらに上位の凝灰岩（鮮新世(?)の沼田凝灰岩）
が分布する．新寺層以上の各層は，当処分場一帯では，西ないし西北西に 10 度内外の
傾斜で緩やかに傾き下がる（図 2）．主な帯水層は半固結堆積岩（いわゆる軟岩）中に
形成されていて，その基底（難透水層上面）は，隣接する東京鍛工敷地および東北新幹

線荒川橋梁等における既存のボーリング資料から推定すると，当処分場の地下 50ｍ余
りの深度にあるとみられる． 
これら基岩は，最終的にはおそらく第四紀前期に離水後，100万年程度の間侵食を受
け続け，多くの小さな谷に刻まれた丘陵状の地形が形成されたと考えられる．調査地を

含む一帯の丘陵地は，白石川の支流荒川の流域に属する．荒川は，その最上流部で，侵

食されやすい軽石質凝灰岩等から成る急斜面（活断層である円田断層（村田断層とも言

う）の断層崖の延長部）を開析しているためか，流送土砂が比較的多く，しかもそれが

合流する白石川は，荒川よりもさらに流送土砂が多いので，村田町中心部付近より下流

の荒川沿岸では土砂が堆積傾向にあり，それが丘陵地からの小支谷の出口をふさぐ形に

なっている．こうして小支谷の多く（とくに荒川右岸のもの）は，少なくとも第四紀完

新世の大半の時期（最近数千年間）において，排水がきわめて不良で地下水位が高く，

泥炭が形成される状態にあったとみられる． 
調査地もそのような湿地を谷底にもつ小支谷であり（図 1，2，3），処分場建設前に
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実施された少数のボーリングおよび多数のサウンディング結果をみると，泥炭を主とす

る谷底堆積物が，第 4 工区・第 8 工区あたりから下流一帯では 20m近い厚さで堆積し
ていた．また，処分場ゲート付近では，これら谷底堆積物が，ところどころに礫をまじ

える軟弱な砂泥互層（荒川の河成堆積物）と指交している．荒川の流路は，当処分場に

近接した区間では河川改修の結果現在の位置を占めるようになったと思われるが，その

水位は，低水時でも右岸堤内地の地表面より若干高い位置にあるので，この川が現在の

位置でも天井川の傾向にあり，処分場のある谷からの水・土砂の流出を妨げていること

は確実である．このように，きわめて軟弱な地盤から成り地下水位が高い土地に，その

軟弱な堆積物を取り除き，一部は基岩にまで掘り込んで，大量の廃棄物が投棄され，常

時地下水に接触している． 
なお，調査地一帯の気候の平年値は，直近の常時観測点（仙台，白石，川崎）での観

測値から，年平均気温 12.5℃内外，最寒月（1月）平均気温は氷点下になるかならない
かという程度，年降水量は 1200mm内外と推定される．これらは，当地の水収支，とく
に蒸発散を見積もる際に必要な要素なので，７で改めて検討する． 

 
３． 水理地質構造   
上記のように，調査地とその周辺の地質は，新第三紀の半固結堆積岩類（いわゆる軟

岩）と，その上位に不整合で重なる第四紀完新世（底部のごく一部に後期更新世の堆積

物があり得る）の軟弱な谷底堆積物（大半が泥炭質）・河成堆積物および廃棄物層とに

大きく二分される．ここでは，前者を基岩，後者を浅層堆積物と称する．これらについ

て調査するため，処分場内とその周辺に，図 3，4 に示す多数のボーリングを行った．
以下，ボーリングコアの観察および揚水試験の結果に基づいて記載する． 
浅層堆積物のうち，河成堆積物は，荒川沿岸から処分場のある谷の下流端にかけて分

布し，ところどころに礫をまじえる砂・泥から成る．一方，谷底堆積物は，底部にまれ

に礫をはさむ砂・泥の薄層を伴うが，大半は泥炭層ないし有機質泥層である．谷底堆積

物は，図 5によく表されているように，主として谷の縦断方向に層相および層厚を変化
させている．上流部（第 10工区上流端の Loc. 3Aや第 6工区上流端の Loc. 2等）では
泥炭層を欠いて厚さが数ｍ以下であるのが，第 3・第 7工区付近では，かつては厚さ十
数ｍの泥炭層が主体であり，現在はそれが廃棄物層に置き換えられている．さらに，下

流端から荒川沿い（Loc. 1, Loc. 4, Loc. 5など）では河成堆積物と指交し，あわせて厚さ
20ｍ近くに達する．また河成堆積物は，図 4の Loc. 4や Loc. 5A, 5Bにみられるように，
上下方向には細かく層相を変化させるが，水平方向の層相変化は，少なくとも処分場の

位置する谷が荒川に合流する範囲では，きわめて少ない．したがって，処分場下流端付

近において，処分場のある谷を横断する方向に浅層堆積物の層相や層厚が大きく変化す

ることは考え難く，水理地質の考察にあたっては Loc. 1や Loc. 4で代表させて差し支え
ないと考えられる． 
廃棄物層は，これら谷底堆積物を置き換え，また第 3～第 5工区および第 8～第 9工
区付近では基岩にまで掘り込む形で，最大 25m ほどの厚さをもち，途中に旧表土，泥
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炭，基岩の破片等の混合物から成る中間的覆土層を薄く挟んでいることが多い．さらに

表面を，厚さ数十 cm～数 mの覆土層（硫化物を吸着させるために散布された軽石を含
む）に覆われている（図 4，5）．谷底以外に，新・旧工区を隔てる丘陵の北端部および
その西（いわゆるピートストックエリア）にも，基岩を深く削りこんで廃棄物が埋めら

れ，そこでは廃棄物層上面は付近の谷底面より最大で 18m ほど高い位置にある（図 4
の H16-6, H16-7, H16-8）． 
基岩は，上記２のように半固結の砂岩・泥岩互層から成り，貝化石等を含み，しばし

ば凝灰質で，ときにやや難透水性とみられる凝灰岩を挟む．処分場内外の 6地点におい
て，単孔式で段階揚水試験，次いで連続揚水試験を行い，砂岩の帯水層係数（透水量係

数，透水係数，貯留指数）を求めた（付属資料 1～19）．その結果を表 2 に示す．透水
係数は，処分場敷地外（第 6工区の上流側の Loc. 3Aや荒川左岸村田二中の Loc. 5A）
には（算出方法により）10-5cm/secの値を示す地点もあるが，ほとんどの地点で 10-4cm/sec
のオーダーにある（表 1，2）．これは，新第三紀層半固結堆積岩としてふつうないしや
や小さめの値である．砂岩の範囲であっても，ストレーナが切られた層準は地点により

異なるので，粒度組成は一様ではなく，含泥率等の違いが透水係数等に反映されている

可能性がある．  
貯留指数は，多くの地点で 10-3のオーダーを示し，これらの地点では基岩中の地下水

が多少とも被圧傾向にあることを示す．なお村田二中（Loc. 5A）ではこの値が 5.6 10-2

と，やや大きいが，後述の孔内水位は，隣接して河成堆積物中に設けられたボーリング

孔（Loc.の５B）の水位より数十 cm 高く，これは地下水が弱い被圧傾向にあることを
示すとみられる． 
谷底堆積物・河成堆積物は，その層相から，基岩と同程度ないしやや大きめの透水係

数を示すとみてよい．また廃棄物層は，当然きわめて不均質であるが，その透水係数は

谷底堆積物のそれより大きい部分が多いと推測される．覆土層の透水係数は，図 3に示
す S-1～S-5の各地点で，上部約 30cmについて地表面からの浸透試験を行って求めたと
ころ，次に述べる１地点を除き 10-4～10-6cm/sec の範囲にあるが，地点によりバラつき
が大きい（表 3）．概して旧工区で覆土層の透水性が高い傾向にあり，とくに第 5 工区
の S-3では 10-3cm/secという砂礫層なみの大きな透水係数が測定された．このように細
かくみれば地点による差異があるが，谷底面全体としてみる場合は，覆土層も，谷底堆

積物，河成堆積物および谷底部の廃棄物層と一括して浅層堆積物として扱って差し支え

ないと考えられる． 
 
４． 地下水の賦存・流動状況 
 処分場のある谷底の地下水位は，第 6工区や第 9・10工区などの上流部および盛土が
2m以上と厚いところを除き，地表面下 2m以内の浅所にある（図 4，表 1）．各ボーリ
ング孔内の水位が示す谷底面での水頭の分布からは，は，ほぼ地表面に沿い，地表面よ

り小さな勾配で，下流に向け低くなる傾向が明らかに認められる．たとえば，第 10 工
区上流端（Loc. 2）と 処分場入り口付近（Loc. 1）とでは，地表面の標高差は 8mほど
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であるが，地下水位には 2mほどの差がある（図 3，4）．このことは，谷底面の地下水
が全体としてはこの谷の下流方向（東北東ないし北北東）にゆっくりと流動できること

示す． 
旧管理事務所付近（Loc. 1）と村田二中プール脇（Loc. 5）の 2地点において，前者で
は 3本（Loc. 1, 1Aおよび 1B），後者では 2本（Loc. 5Aと 5B）のボーリングを隣接し
て行い，1本は基岩中に，他方は浅層堆積物中（Loc. 1A, 1Bでは浅層堆積物中の異なる
深度）にのみストレーナを切って，孔内水位を比較すると，両地点ともより深層の地下

水が示す孔内水位の方が高く，同一地点で基岩中の地下水と浅層堆積物中の地下水との

水位差は数十 cmである（図 4，表 1）．これは，この付近一帯の谷底で地下水が若干被
圧傾向にあることを示す． 
図 6から明らかなように，どの地点の地下水位も，降雨に敏感に反応して数 cm～50cm
の変動を示す一方，9月下旬～10月上旬のように，数 mm/日以上（うち約半数は 10mm/
日以上で，最大は 124mm/日）の降雨が 20日間ほど継続した後には，無降水ないし少雨
の期間にくらべて水位が数十 cm～1ｍほど高い傾向が月単位で継続するなど，やや長期
的な変動も示す．これは，地下水が地表からの浸透水の供給および圧の伝播を速やかに

受けつつ，深部（おそらく基岩の上部）を経由した長期的な水の供給も受けていること

を示唆する．Loc. 2，Loc. 3， No. 1，No. 4等，処分場のある谷の概して上流部で，基
岩中の地下水の水位が，継続した降雨の影響を大きくかつ遅くまで受けている傾向が読

み取れる． 
これら上流側谷底部の基岩中の地下水は，水頭分布が示す流動方向からみて，大局的

に南西ないし西南西方向からの地下水の供給を受けていると考えられるが，これに加え

て谷壁斜面（を作る基岩）からの供給も加わっているであろう．それら上流側あるいは

両側谷壁斜面への降水のうちある部分が基岩にまで浸透し，まとまった降雨期間の始ま

りから約 3週間後～3か月後の間に処分場上流半部に到達したと解釈される．もちろん，
各地点の降水が鉛直浸透した成分も付加されているはずである．こうして増大した基岩

中の地下水は，その後，その地点の浅層堆積物中の地下水位を多少高めつつ，より下流

側の基岩中および浅層堆積物中の地下水にゆっくりと移動していくと推定される． 
浅層堆積物中の地下水では，No. 3，No. 2，No. 6等の方が Loc. 1A，Loc. 1B等より，
個々の降雨に対応した水位上昇量が大きく，また長く続く降雨の影響も大きく表れる傾

向がある（図 6）．これは，廃棄物層（No. 3, No. 2，No. 6）と非廃棄物層（Loc. 1A，Loc. 
1B）との透水性の違い，あるいはそれに加えて厚さの違い（図 4，図 5）によるもので
はないかと思われる．荒川右岸堤防直下（Loc. 4）の浅層堆積物中では，荒川の水位を
直接反映した地下水位の変動が顕著で，約 200ｍ下流に位置する灌漑用取水堰の開閉状
況にきわめて敏感に反応して 1m内外の変動を示し，また降雨による水位上昇量も，処
分場内や村田二中の場合にくらべて大きい．Loc. 4の地下水位は，処分場内下流端（Loc. 
1）の地下水位とほとんど等しくなったり，上昇量が 1m を上まわったりすることも，
ときに認められる（図 6）．  
基岩中の地下水の水平方向の流向および流速は，ボーリング孔内での電位差法による
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測定値をダルシー流速に換算すると（表 4および付属資料 20～25），処分場中央部の第
7工区付近（Loc. 3）で北北東に 10-4cm/sec，第 3工区付近（No. 1）で北北東に 10-5cm/sec
以下，第 6工区上流端（No. 4）では流速 10-5cm/sec以下で流向判定不能である．荒川左
岸の村田二中プール脇（Loc. 5B）では浮遊物影像法を用いて測定した．その測定流速
（10-3cm/sec のオーダー）をダルシー流速に換算する方法はまだ定まっていないが，砂
礫層中などのように測定流速が 10-2cm/sec程度と比較的大きい場合は 1/100ないし 1/40
を乗じればよく，測定流速がより小さい場合は補正の程度も小さくなることが知られて

いる．そこでここでは 1/20 とやや小さめの補正をしてみたところ，処分場内を含む荒
川右岸の基岩中で求められた流速よりやや大きい値になった．流向は，63 回の測定結
果がほぼ全方位にちらばっていて特定できない． 
浅層堆積物中の地下水の水平方向の流動は，処分場入口付近（Loc. 1A, B）や荒川右
岸堤防脇（Loc. 4）ではダルシー流速が 10-5cm/sec以下で流向判定不能であった．荒川
左岸の村田二中プール脇（Loc. 5B）では，上記のように補正して求めた流速が右岸の
浅層堆積物中での値よりやや大きく，流向を 63回測定した結果は，東を中心に 100度
ほどの範囲にバラついている（結果の詳細は付属資料 5に示す）． 
 これらの観測結果および２に述べた水理地質構造から，処分場内およびその周辺の地

下水は，次のような状態にあると考えられる． 
(1) 地下水面は常にきわめて浅い位置にある．すなわち，当処分場の谷底面一帯は，地
表・地下を通して，季節を問わずきわめて湿潤な環境にある． 

(2) 地下水は，やや被圧傾向にある．すなわち．谷底面一帯では，基岩からの大量の揚
水でも行われない限り，浅層から鉛直下方への顕著な水の流動は考えにくい． 

(3) 地下水は，水平方向でみると，処分場のある谷の中ではきわめてゆっくりと北北東
方向に移動しているとみられるが，その速さは，ボーリング孔内での測定結果では，

一部の地点で 10-3～10-4cm/secの値を示すものの，大半は 10-5cm/secのオーダーある
いはそれ以下ときわめて遅く，地点によっては流向が特定できないほどである．荒

川左岸では，浅層では大局的に東（荒川下流方向）に向かっているようであるが，

かなり広い範囲に分散する傾向にあり，流速も 10-4cm/secと遅い． 
(4) 一日に数 mm～10mm 程度以上の降雨が比較的長く継続した後に，地下水位（とく
に処分場上流半部の基岩の地下水位）がゆっくりと上昇し，高水位傾向が長期間続

いたことからみて，周囲（おそらく主として南西方向）から当処分場の基岩への地

下水の着実な供給が窺われる． 
(5) 旧管理事務所付近と村田二中との 2地点間における，基岩中の地下水の水頭差と浅
層堆積物中の地下水との水頭差（Loc. 1と Loc. 5Aとの水位の差と，Loc. 1Aないし
1Bと Loc. 5Bとの水位の差）を比較すると，後者の方が常に 10cmほど大きい（浅
層堆積物中の地下水の方が動水勾配がやや大きい）ので，浅層の地下水の方が水平

方向に流動しやすいと考えられる．ただしこれは，処分場下流端から下流（東）側

の浅層地下水が荒川左岸に向かって流動していることを必ずしも意味するものでは

ない．処分場外での浅層地下水の流動方向を検討できるほどの密度では，地下水位
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の観測は行われていない． 
(6) 荒川から数十 mほどの範囲の地下水位は，河川水位より常に低い．また，河川水位
の変動に敏感に反応して最大 1m ほど上下し，ときに処分場下流端の地下水位とほ
とんど同じになる．Loc. 4の約 200ｍ下流にある堰が閉められ河川水位が 1mほど上
がる灌漑期には，地下水位も非灌漑期より 1m ほど高くなるが，短時間の堰の開放
に反応して一時的に数十 cm 低下する．これらの事実から，処分場のある谷底の地
下水が，少なくともその谷底が荒川に接する付近では，河川にはきわめて流入しに

くい状況にあることが推定される． 
 
５． 地下水の水質 
 第 10工区南東方の谷底にある Loc. 2，第 6工区西方の Loc. 3，第 7・第 8工区境界に
位置する No. 4，第 3工区東部の No. 1，第１工区東端の Loc. 1，および荒川左岸の村田
二中プール脇にある Loc. 5Aにおいて基岩から，また Loc. 1A, Loc. 1B（Loc. 1に隣接）
および Loc. 5B（Loc. 5に隣接）において浅層堆積物中から，連続揚水の前後に地下水
を採取して，水質汚濁に関わる環境基準に定められた項目を中心に化学分析を行い，あ

わせてイオン分析を実施した． 採取地点の位置は図 3，採取層準は図 4，分析結果は表
5，6および図 7，8に示す． 
表 5からわかるように，水質汚濁に関わるほとんどの元素・化合物が定量下限値以下
で，廃棄物層を欠く地点では，基岩中・浅層堆積物中を問わず，環境基準を上回る値は

まったく検出されなかった．廃棄物層のある No. 1と No. 4では，基岩中の地下水から
環境基準を上回る硼素が検出されたが，これは，揚水試験に備えて被圧水位を下げたこ

とから，それに伴い上位の廃棄物層中から一時的に鉛直浸透した水に含まれていた可能

性が考えられる．そのほか，Loc. 1Aの浅層の砂泥層中の地下水から鉛が，環境基準以
下ではあるが，検出されている．Loc. 3，No. 4，Loc. 5A（以上基岩）および Loc. 5B（浅
層堆積物の河成粘土質細砂層）の地下水から微量に検出されている砒素については，新

第三紀層の岩石の一部に高濃度で含まれているという分析例（未公表）があることから

基岩起源ということも疑われるが，未詳である．  
イオン分析の結果（表 6，図 7，8）をみると，No. 1・No. 4等処分場内の基岩の地下
水は重炭酸質で，地下水としてはふつうにみられる型である．これに対して，荒川左岸

で河川流路にも近い浅層の Loc . 5Bでは中間型を示し，河川水が混入していることが考
えられる．ほぼ同一地点の基岩中の地下水（Loc. 5A）にもその影響が窺われる．また，
浅層の地下水の方が基岩中のそれにくらべてカリウムイオンを多く含む（表 6，図 8）．
硫化水素発生との関連で注目される硫酸イオンは，処分場内の基岩中の地下水では

0.9mg/l（No. 1の揚水前）から 30mg/l（Loc. 1の揚水前・後）の間，村田二中では，基
岩中の地下水で 1.3mg/l，浅層（河成堆積物中）の地下水で 46mg/lで（表 6），いずれも
当処分場およびその周囲で硫化水素臭がとくに感じられない時の表流水等の硫酸イオ

ン濃度と同程度あるいはそれ以下であった． 
 このように，現段階では，処分場内外を問わず，基岩中および廃棄物を伴わない浅層
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堆積物中の地下水がとくに汚染されている事実は認められない．処分場下流端（Loc. 1A, 
1B）および場外（荒川左岸の Loc. 5B）の浅層地下水からも，とくに問題にすべき成分
が環境基準を上回る値で検出されてはいず，廃棄物層起源の汚染が処分場下流端や場外

に拡散している兆候は，現段階では現れていない．また，浅層の地下水は，とくに荒川

沿いでは，河川水からの供給を受けていることが水質からも推定される． 
  
６． 表流水の流入状況 
 今まで述べてきたように，処分場のある谷底はきわめて湿潤な状況にあるが，その水

分の供給源としては，地下水および谷底への降水に加えて，周囲の斜面からの表流水が

ある．表流水として流入する量を見積もる根拠を得るため，第 3工区上流側の支谷にあ
る自然水路の一地点（図 9に示す地点 X，集水域は約 9,200ｍ2で，ほとんど林地）にパ

ーシャルフリュームおよびダイバー水位計を設置し，水路を流れてくる流量の連続観測

を開始した．この地点では，基岩に掘り込まれた明瞭な水路が形成されていて，その両

側の谷壁斜面には厚さ 1m程度以下の土壌しかないので，水路以外を通る浸透流出等が
無視でき，表面流出の観測に適している．表面流出を引き起こす降水については，第 7
工区隅の硫化水素モニタリング地点 1（図 9の地点 Y）に，自記雨量計とデータロガー
を設置し，連続的に観測した． 

10月からの観測値をみると，地点 Yでの日降水量が 21.5mm以上の時には地点 Xの
水路に必ず水流がみられ，また，日降水量 5.5mm 以下の場合は水流が必ずみられなか
った．この，流出発生限界降水量は，先行降雨の状態によって大きく異なるのがふつう

であり，詳細な検討にはさらに観測値を集積する必要があるが，現状では上記の値がめ

やすとなる． 
流出観測の一例を図 10に示す．これは，2004年 12月 4日深夜から 9時間続いた計

35mm の降雨が地点 X の上流域約 9,200ｍ2にもたらした水量約 324ｍ3のうち，植生に

よる遮断を免れた，あるいはそれを通り抜けた水が，まず土壌中に浸透し，その一部が

滲出・湧出して，降雨開始の約 5時間後からの約 12時間に，39m3が表流水としてこの

地点を流下したことを示す．残りは，植生の表面や地表の凹所および土壌中に一時貯留

された後，一部は植物への吸収を経て葉から，また一部は土壌面から直接，大気中に蒸

発散し，その他はさらに深所に浸透したことになる．このときの表面流出率は 12％と
算出される．この値は，森林に覆われた斜面の流出率として，やや小さめであるが，不

自然な値ではない．また降水量のうちかなりの割合が地下に浸透し，基岩中の地下水を

涵養していることを推測させる．上記４で指摘した，図 6に表された処分場上流半部の
基岩中の地下水に顕著に認められる，やや遅れて始まり長期にわたる長雨の影響は，こ

の推測と整合的である． 
長期間の流出率を見積もるには，遮断，一時貯留，地下浸透，蒸発散等の変動を考え，

さまざまな先行降雨や降雨強度の下で，少なくとも 1年間の連続観測を行う必要がある．
しかし，現在それに見合う観測資料の蓄積がないので，暫定的に 10月から 12月までの
観測値に基づいて表面流出率を求めると，約 20％という値が当面妥当なものと考えら
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れる． 
このような表流水が発生するには，土壌中の孔隙を満たした水が相互に連続し，土壌

中を側方に移動できるような状態になって集中することが必要である．それを可能にす

る地形条件は，集水型（谷型，平面形が凹型）の斜面がある距離連続していることであ

る．発散型（尾根型，平面形が凸型）の斜面では，土壌中に浸透した水の大半は，空隙

によって隔てられ側方移動ができないまま，最終的には蒸発散（一部は基岩に浸透）す

るものと考えられる．処分場のある谷底の周囲で，有意な量の表流水を発生させ得る流

域を，上記の地形条件から推定すると，図 9に示す流域 No. 1から No. 5までの 5流域
となる．そのほとんどが森林（大部分がスギ林）に覆われ，面積の合計は約 61,000ｍ2

である．当処分場の北北西約 8kmにある村田ダム（図 1）管理事務所での 2004年の降
水観測記録をもとに，流出発生限界降雨量を上回る降水イベントを抽出して，そのとき

の降水量に上記流出率を乗じ，それに上記 5 流域の総面積を乗じたものを集計すると，
年間約 16,000m3という値が求まる（表 5）．これが，図 9にアミをかけた谷底面および
そこの浅層堆積物に，表流水として供給される水量と推定される． 
 
７． 処分場を中心とする谷底の地表水および浅層堆積物中の地下水の水収支推定 
 以上の知見から，処分場の大半を含む谷底（図 9にアミをかけた範囲）の地表面およ
び浅層堆積物（大半が廃棄物層および盛土・覆土層で，廃棄物投棄前から存在した谷底

堆積物を含み，荒川の河成堆積物も若干含むかもしれない）を一括し，その水収支につ

いて年単位で推定してみる．なお，新・旧工区の間の丘陵部（いわゆるピートストック

エリア）に堆積している廃棄物中の地下水については，その地形的位置から，ここで行

う推定には含められない． 
(1) 谷底面の地表水および谷底の浅層堆積物中の地下水は，谷底面への降水，上流から
流入する表流水および基岩中の地下水から水の供給を受ける一方，下流への地表流

出水・排水，荒川の河川水や下流側の浅層および基岩中の地下水への流出，および

蒸発散により水を消費していると考えられる． 
(2) そのうち基岩からの地下水の供給量を見積もることは現段階では困難であるが，上
記４（4）で指摘した事実や，６で推定した上流部斜面での表面流出率からみて，そ
れが存在することは確かである．ただし，３や４で述べたように，その供給が急速

に行われているとは考えにくい．一方，活発な鉛直浸透で基岩に大量の水を供給し

ていることは，４（2）に記したように，きわめて考えにくい． 
(3) 処分場内の谷底面約 90,000m2への年間の降水の総量は，年降水量に村田ダムサイト

での値 1,340mmをあてはめると，約 121,000m3と推算される．これは，地表に一時

滞留し，かなりの部分が浸透するとみなせる．上流部から表流水として供給される

のは，上記３に示したように，年間約 16,000m3と見積もられる．このほか旧工区北

側の住家（3世帯 13人）からの生活排水が流入するが，その量は，仮に 1人 1日あ
たり 1,000ｌとかなり大きめに設定しても，年間 5,000m3弱である．これらのうち，

処分場内を貫通する排水路を経由して直接排水されなかった分が，浅層堆積物中に
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浸透する．また，一時浸透後，地表や排水路に滲出したりガス抜き孔からポンプで

汲み出されている分がかなりある．それらの割合を見積もる手がかりはないが，後

述する旧工区排水路を通る流量（年間約 45,000m3と概算）には，浸透せずに直接排

水される分に，滲出してきた分が加わっている． 
(4) 下流側への表流水の流出としては，(a)上記生活排水を含む旧工区を通る排水（図 9
に示す地点 Pで県が測定），(b)廃棄物層から汲み上げられ第 10工区上流端の池（図
9に示す地点 Q）に一時貯水された後排水されるもの，(c)地点 Qより下流の排水路
の側壁から滲出するものがある（図 9）．県が年間数回測定した値の単純平均は，そ
れぞれ 5.1m3/h，2.6m3/h，2.1m3/h なので，これらの値をもとに年間の流出量を概算
すると，(a)が約 45,000m3，(b)が約 22,000ｍ3，(c)が約 18,000m3，計 85,000m3程度に

なる． 
(5) 蒸発散は実測がきわめて困難であるので，種々の推定法が開発されている．そのう
ちのソーンスウェイト法は，元来このような小面積の地点への適用を主目的に開発

された手法ではないが，月平均気温から，水が十分に供給された場合の月別可能蒸

発散量が概算できる．処理場のある谷底には，常時高い地下水面に表されているよ

うに，年間を通じて十分な水の存在が保証されているので，この方法を用いて試算

すると，年蒸発散量は，降水量換算で約 630mm，これに谷底面の面積約 90,000ｍ2

を乗じると約 57,000m3となる（表 7）． 
(6) 上記(1)～(5)を模式図にまとめると図 11 のようになる．処分場のある谷底の地表面
および廃棄物層を含む浅層堆積物にとっての水の収入は，谷底面への降水から約

121,000m3，周囲の斜面からの表流水として約 16,000m3，北側住家からの生活排水約

5,000ｍ3，計約 142,000m3となる．これに基岩からの地下水の供給がある程度加わる．

一方，谷底面・浅層堆積物からの水の支出は，地表を通った排水が約 85,000m3，蒸

発散が約 57,000m3，計 142,000m3と見積もられる．このうちのある部分（きわめて

粗い見積では 45,000m3をかなり下回る）は，処分場内の浅層地下水に参加せずに地

表から流出する．基岩からの地下水の供給を除けば，収支はこれでほぼつりあう． 
(7) しかし，上記４（4）や６に記した事実や考察から，基岩からの地下水の供給は，
現実には無視できないと考えられる．それを含めて収支が成り立つためには，浅層

堆積物を通って下流への地下水流出もあると考えざるを得ない．ただし，それら地

下水の流動速度はきわめて遅く，上記３に述べたボーリング孔内での電位法による

測定値から単純に外挿すると，処分場の上流端から下流端までの約 500m を移動す
るのに十数年から 100年を要することになる．水質からも，廃棄物層からの汚染し
た地下水が浅層堆積物を通って下流側に到達している兆候は，今のところ認められ

ない．なお，処分場のある谷の下流端付近の浅層堆積物中に透水性の著しく高い水

みちのようなものが存在することは，２の前半（p. 2）に述べたように，考えにくい．  
 付言すれば，処分場のある谷の出口付近を中心に地下水位の変動状況をより詳細に観

測し，解析して，地下水流出の妥当な推定を行い，同時に水質のモニタリングを行うこ

とが，当処分場を取り巻く地下水の動態をさらに詳しく解明するのに有効と考えられる．
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一般に廃棄物処分場の場合，閉鎖後も 1～2 年間は水質のモニタリングが続けられてい
るようであるが，当処分場の場合は，それに加え，これまで述べたような経緯で，水の

流動を知るための地下水位変動の観測が不可欠である．表流水の流入および流出（排水）

についても，少なくとも 1水文年の観測値がほしい．流入については 1地点ながら連続
観測を継続しているので，処分場下流端付近での排水路での連続観測が望まれる． 
加えて，廃棄物の分解反応による発熱が，局地的に蒸発散を促進している可能性が考

えられるので，これを接地気温の観測等から検証してみることも，水収支の実態に迫る

ためには，試みる価値があるのではなかろうか．また，新・旧工区の間の丘陵部（いわ

ゆるピートストックエリア）にある廃棄物中の地下水については，別途検討する必要が

ある． 




































































































